
最終更新日：令和 8 年 03 月 06 日

第四期特定健康診査等実施計画
ＩＨＧ・ＡＮＡホテルズ健康保険組合



　特定健康診査等実施計画　(令和6年度〜令和11年度)
背景・現状・基本的な考え方　【第3期データヘルス計画書　STEP2から自動反映】
No.1 ・伸びしろは被扶養者であり、受診率上昇に向けた対策の強化が必

要。
・被扶養者の特定健診3年連続未受診群は58.0%とかなり高い。2年
連続未受診者の内､半数程度は医療機関に受診しており、個別の状況
に合わせた介入が必要。

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨

No.2 ・特定保健指導対象者（特に積極的支援）の割合が、他組合と比べ
て高い水準。  ・会社と共同で特定保健指導の重要性・必要性の認知度を高める

・保健指導参加機会の提供・周知
・若年者に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う"

No.3 ・特定保健指導対象者の流入群の中でも、「新加入/前年未受診」「
新40歳」の割合は毎年一定数あり、対策が必要。  ・会社と協働で生活改善の重要性・必要性の認知度を高める

・若年者や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う
No.4 ・生活習慣病リスク分布では、患者予備群・治療放置群は減少して

おり、生活習慣病群・不健康群が増加
・直近５年間で生活習慣病群・重症化群が増加、正常群・不健康群
が減少。全体として治療中の患者が増加し､更に重症化が進んでいる
。
・生活習慣病については、受療率の上昇・患者あたりの医療費の高
額化により年間の医療費は大幅に増加
・生活習慣病治療中断の恐れがある群が存在し、リスクが高い状態
で放置されている可能性がある"

 ・生活習慣病ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受診を促し
、疾病の重症化を防ぐ
・対象者本人に状況を確認の上、本人の判断によって放置している場合は受診を促し、
重症化を予防する

No.5 ・被保険者･被扶養者共に運動習慣については良好であるものの､睡
眠障害は他組合を下回る。被保険者は、喫煙･食事習慣も改善が必要
・生活習慣においては、運動習慣は良好ながら、喫煙・睡眠・食事
の面で他組合平均を下回る。
・女性被保険者において、肥満者割合が増加傾向にある。
・生活習慣においては、運動習慣は良好ながら、喫煙・睡眠・食事
の面で他組合平均を下回る。
・女性被保険者において、肥満者割合が増加傾向にある。"

 ・ICTを活用した健康イベント等を展開し、運動習慣や改善意思を高める

No.6 ・歯科の総医療費は、2020年度に増加したものの、直近で2018年度
の水準まで減少。  ・歯科アンケート､独自の問診を行い､リスク状態の把握及び自覚を促す

・有所見者に対し歯科受診勧奨を行う
No.7 ・メンタル疾患については、経年で受療率が増加傾向。特に被保険

者においては｢疾病出勤」や傷病手当金の観点からも事業主との
　情報連携が必要である。
・気分障害の患者数は、直近5年間では特に女性被保険者の20代で増
加､よって傷病手当金支給も20台女性被保険者中心に増加傾向。

 ・実態および課題を事業主と共有し、解決策の検討材料とする
・健康相談窓口を設置し、重症化を防ぐ

No.8 ・ｼﾞｪﾈﾘｯｸ数量比率は目標の80％であり､全てを最安値後発品へシフ
トすると､1.2千万円の薬剤費削減となる。  ・全加入員への継続的な啓蒙活動の実施

・後発医薬品への切替余地があるターゲットへ重点的に切替を促す
No.9 ・ｺﾛﾅｱﾌﾀｰの直近年度では過去年度ほどではないが､ｲﾝﾌﾙｴｻﾞが大幅に

増加。予防接種等による発症及び重症化予防に向けた取組みの継続
が必要

 ・インフルエンザ予防接種申請の簡易化を図る

No.10 ・(ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｨｽﾞﾑ=疾病出勤) 体質的要因や作業環境･職場環境要因とな
りえる疾患等､必要に応じて事業主と情報を共有し対策を講じる必要
有り。
　(ｱﾌﾞｾﾝﾃｨｽﾞﾑ=病欠･病気休業による労働力喪失) ｺﾛﾅ感染症を除き受
療率自体は低いが､罹患すると日常生活や業務にも大きな影響を及ぼ
す為､健診/検診やﾘｽｸ者への対策の徹底が望まれる。

 ・事業所別に健康レポートを作成し、全体の意識を高める

No.11 ・乳癌･月経関連疾患の医療費が増加傾向､子宮頸癌は加入者全体で
各年代に患者が存在する。  ・事業主への情報共有による理解度の浸透および優先度の向上

・HPVワクチン接種補助の実施（検討）
・eラーニング等によるリテラシー向上（男性含む）
・婦人科検診(乳がん・子宮がん)補助で早期発見・治療につなげる

基本的な考え方（任意）
第4期の全体目標としては、国民の健康維持･管理と医療費適正化を目指し、厚労省の第4期目標である､R11 (2029)年度迄に特定健診の実施率を90%､特定保健指導実施率 60
%を踏まえ、当健保組合の現状に即した目標設定を行う。

特定健診・特定保健指導の事業計画　【第3期データヘルス計画書　STEP3から自動反映】
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1 事業名 特定健診+家族健診(被扶養者) 対応する健康課題番号 No.1


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：35〜74, 対象者分類：加入者全員

方法
※実際の予算科目は特定健康診査事業と疾病予防(家族健診)
・4月に対象者宛に案内送付
・扶養再審査時(6月)家族健診のチラシ同封
・未受診者に対して受診勧奨通知を送付（年2回)

体制 ・令和1(2019)年度から受診申込は委託しており、Web、電話等で申込み
が出来、全国で受診できる体制

事業目標
特定健診の受診率向上､並びに生活習慣病予備群の重症化予防

評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
特定健診実施率 35 ％ 36 ％ 37 ％ 38 ％ 39 ％ 40 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
特定健診(家族健診)の受
診促進 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
受診者の利便性向上に寄与し、年1回、費用を一部補
助して実施 対象者本人宛で案内を送付 未受診者に対
して受診勧奨通知を送付

受診者の利便性向上に寄与し、年1回、費用を一部補
助して実施 対象者本人宛で案内を送付 未受診者に対
して受診勧奨通知を送付

受診者の利便性向上に寄与し、年1回、費用を一部補
助して実施 対象者本人宛で案内を送付 未受診者に対
して受診勧奨通知を送付

R9年度 R10年度 R11年度
受診者の利便性向上に寄与し、年1回、費用を一部補
助して実施 対象者本人宛で案内を送付 未受診者に対
して受診勧奨通知を送付

受診者の利便性向上に寄与し、年1回、費用を一部補
助して実施 対象者本人宛で案内を送付 未受診者に対
して受診勧奨通知を送付

受診者の利便性向上に寄与し、年1回、費用を一部補
助して実施 対象者本人宛で案内を送付 未受診者に対
して受診勧奨通知を送付

2 事業名 特定保健指導 対応する健康課題番号 No.2 , No.3


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：基準該当者

方法
・就業時間内での面談実施について日程調整等を各事業主(所)に働きかけ
る
・ICT指導を活用し、実施機会を拡大する

体制 ・委託しており、実施状況等の進捗のレポート提出あり

事業目標
保健指導実施率の向上および対象者割合の減少
生活習慣病予備群の重症化予防と､それに伴う特定保健指導の実施率向上
評
価
指
標

アウトカム指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
特定保健指導対象者割合 17 ％ 17 ％ 16 ％ 16 ％ 15 ％ 15 ％
アウトプット指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度
特定保健指導実施率 27 ％ 50 ％ 28 ％ 51 ％ 29 ％ 52 ％

実施計画
R6年度 R7年度 R8年度
・対象者名簿を当組合で作成後､ｺﾗﾎﾞﾍﾙｽの一環とし
て事業主(所)の厚生担当者(産業医)と対象者･時期･場
所等を協議。決定後､対象者に対する当該指導を実施
するに際しては､事業主(所)側と当組合委託会社を連
携させ､円滑に遂行させる。 ・対象者に対し十分な実
施機会を提供し、実施率の向上を目指す

・対象者名簿を当組合で作成後､ｺﾗﾎﾞﾍﾙｽの一環とし
て事業主(所)の厚生担当者(産業医)と対象者･時期･場
所等を協議。決定後､対象者に対する当該指導を実施
するに際しては､事業主(所)側と当組合委託会社を連
携させ､円滑に遂行させる。 ・対象者に対し十分な実
施機会を提供し、実施率の向上を目指す

・対象者名簿を当組合で作成後､ｺﾗﾎﾞﾍﾙｽの一環として
事業主(所)の厚生担当者(産業医)と対象者･時期･場所
等を協議。決定後､対象者に対する当該指導を実施す
るに際しては､事業主(所)側と当組合委託会社を連携
させ､円滑に遂行させる。 ・対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の向上を目指す

R9年度 R10年度 R11年度
・対象者名簿を当組合で作成後､ｺﾗﾎﾞﾍﾙｽの一環とし
て事業主(所)の厚生担当者(産業医)と対象者･時期･場
所等を協議。決定後､対象者に対する当該指導を実施
するに際しては､事業主(所)側と当組合委託会社を連
携させ､円滑に遂行させる。 ・対象者に対し十分な実
施機会を提供し、実施率の向上を目指す

・対象者名簿を当組合で作成後､ｺﾗﾎﾞﾍﾙｽの一環とし
て事業主(所)の厚生担当者(産業医)と対象者･時期･場
所等を協議。決定後､対象者に対する当該指導を実施
するに際しては､事業主(所)側と当組合委託会社を連
携させ､円滑に遂行させる。 ・対象者に対し十分な実
施機会を提供し、実施率の向上を目指す

・対象者名簿を当組合で作成後､ｺﾗﾎﾞﾍﾙｽの一環として
事業主(所)の厚生担当者(産業医)と対象者･時期･場所
等を協議。決定後､対象者に対する当該指導を実施す
るに際しては､事業主(所)側と当組合委託会社を連携
させ､円滑に遂行させる。 ・対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の向上を目指す
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達成しようとする目標∕特定健康診査等の対象者数
令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

特
定
健
康
診
査
実
施
率

計
画
値
※1

全体 2,487 ∕ 2,927 ＝
85.0 ％

2,550 ∕ 2,946 ＝
86.6 ％

2,450 ∕ 2,828 ＝
86.6 ％

2,488 ∕ 2,828 ＝
88.0 ％

2,516 ∕ 2,828 ＝
89.0 ％

2,545 ∕ 2,828 ＝
90.0 ％

被保険者 2,333 ∕ 2,481 ＝
94.0 ％

2,351 ∕ 2,493 ＝
94.3 ％

2,300 ∕ 2,500 ＝
92.0 ％

2,330 ∕ 2,500 ＝
93.2 ％

2,345 ∕ 2,500 ＝
93.8 ％

2,363 ∕ 2,500 ＝
94.5 ％

被扶養者 ※3 154 ∕ 446 ＝ 34.5 ％ 199 ∕ 453 ＝ 43.9 ％ 150 ∕ 328 ＝ 45.7 ％ 158 ∕ 328 ＝ 48.2 ％ 171 ∕ 328 ＝ 52.1 ％ 182 ∕ 328 ＝ 55.5 ％

実
績
値
※1

全体 2,487 ∕ 2,927 ＝
85.0 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

被保険者 2,333 ∕ 2,481 ＝
94.0 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

被扶養者 ※3 154 ∕ 446 ＝ 34.5 ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
特
定
保
健
指
導
実
施
率

計
画
値
※2

全体 55 ∕ 518 ＝ 10.6 ％ 225 ∕ 499 ＝ 45.1 ％ 245 ∕ 500 ＝ 49.0 ％ 265 ∕ 500 ＝ 53.0 ％ 285 ∕ 500 ＝ 57.0 ％ 300 ∕ 500 ＝ 60.0 ％
動機付け支援 27 ∕ 221 ＝ 12.2 ％ 107 ∕ 215 ＝ 49.8 ％ 94 ∕ 215 ＝ 43.7 ％ 110 ∕ 215 ＝ 51.2 ％ 112 ∕ 215 ＝ 52.1 ％ 120 ∕ 215 ＝ 55.8 ％
積極的支援 28 ∕ 297 ＝ 9.4 ％ 114 ∕ 284 ＝ 40.1 ％ 151 ∕ 285 ＝ 53.0 ％ 155 ∕ 285 ＝ 54.4 ％ 173 ∕ 285 ＝ 60.7 ％ 180 ∕ 285 ＝ 63.2 ％

実
績
値
※2

全体 55 ∕ 518 ＝ 10.6 ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
動機付け支援 27 ∕ 221 ＝ 12.2 ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％
積極的支援 28 ∕ 297 ＝ 9.4 ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

※１）特定健康診査の（実施者数）∕（対象者数）
※２）特定保健指導の（実施者数）∕（対象者数）
※３）特定健診の対象となる被扶養者数には、強制被扶養者、任意継続被扶養者、特例退職被扶養者、任意継続被保険者、特例退職被保険者を含めてください。
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目標に対する考え方（任意）
厚労省の第4期目標値を踏まえ、当健保組合の現状に即した目標設定を行う。

特定健康診査等の実施方法
当健保組合第4期では、成果重視のアウトカム評価､具体的には原料などの具体的成果「腹囲2㎝､体重2㎏減」を主要目標にすえ､未達でも行動変容や各1㎝･1㎏減でも中間的成
果とするなど、受診者にも「やりとげた感（達成感）」と「気付き」を与えることとすると共に、受診率向上の為のICTの活用促進（オンライン保健指導）の一層の導入も図
っていくこととする。
※特定健診・特定保健指導の事業計画の欄に、第3期データヘルス計画書STEP3 から自動反映されている場合は任意

個人情報の保護
法と当健保組合の個人情報保護規程（当健保組合Webホームページに掲出）に則り、適正に運営することを旨とする。

特定健康診査等実施計画の公表・周知
時期をみて適宜､適切に当健保組合Webホームページ上に公表・周知を図る。また、健康管理推進委員会での情報共有や、健保組合広報誌 HIA News等も用い、適時周知を図
っていく。

その他（特定健康診査等実施計画の評価及び見直しの内容等）
当計画は、毎年の実施状況や実績評価の把握を行い、また、必要に応じて事業の見直し等を検討し、次年度の取組に生かす。
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